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国
民
健
康
保
険
で
は
、
世
帯
や
所
得
の
状
況
に
応
じ
て
、
医
療
費
の

負
担
割
合
や
自
己
負
担
限
度
額
が
決
定
さ
れ
ま
す
。

　

世
帯
や
所
得
の
状
況
は
毎
年
変
動
す
る
こ
と
か
ら
、
毎
年
８
月
に
高

齢
受
給
者
証
や
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
の
更
新
を
行

い
ま
す
。

　

申
請
が
必
要
な
か
た
は
、
手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す
。

 

高
齢
受
給
者
証
の
更
新

　

深
谷
市
国
民
健
康
保
険
に
加
入

の
70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
か
た
に

は
、
保
険
証
の
ほ
か
に
１
割
ま
た

は
３
割
の
高
齢
受
給
者
証
が
交
付

さ
れ
ま
す
。

　

同
一
世
帯
内
の
70
歳
以
上
75
歳

未
満
の
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者

の
平
成
21
年
度
住
民
税
課
税
所
得

（
各
種
控
除
後
）
に
よ
り
負
担
割
合

の
判
定
（
１
割
ま
た
は
３
割
）
を

行
っ
た
後
、
新
し
い
高
齢
受
給
者

証
を
７
月
末
に
該
当
者
全
員
に
郵

送
し
ま
す
。
８
月
か
ら
は
、
新
し

い
受
給
者
証
を
お
使
い
く
だ
さ
い
。

方
法
は
、
有
効
期
限
に
関
係
な
く

「
２
割
（
平
成
22
年
３
月
31
日
ま

で
は
１
割
）」
と
な
り
ま
す
。
制

度
改
正
に
よ
り
平
成
20
年
４
月
か

ら
高
齢
者
の
一
部
負
担
金
の
割
合

が
１
割
か
ら
２
割
に
引
き
上
げ

ら
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
し
た

が
、こ
の
改
正
が
現
在
凍
結
さ
れ
、

平
成
22
年
３
月
ま
で
１
割
に
据
え

置
か
れ
て
い
る
た
め
、
今
回
の
表

記
と
な
り
ま
す
。
平
成
22
年
４
月

か
ら
は
制
度
改
正
に
よ
っ
た
負
担

割
合
と
な
る
予
定
で
す
。

※ 2　1か月の自己負担限度額（月額）

所得区分 外来 外来 +入院

一 般 12,000 円 44,400 円

現 役 並 み
所 得 者 44,400 円

80,100 円
＋医療費が 267,000
円を超えた場合は
その超えた分の 1％

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担

額
減
額
認
定
証
の
更
新

　

平
成
21
年
度
の
住
民
税
が
非

課
税
の
世
帯
の
か
た
は
、
申
請

し
て
認
め
ら
れ
る
と
、
入
院
し

た
と
き
の
医
療
費
の
自
己
負
担

や
食
事
代
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

　

現
在
お
使
い
の
認
定
証
は
、
７

月
31
日
㈮
で
期
限
が
切
れ
ま
す
。

８
月
１
日
㈯
以
降
も
認
定
証
が

必
要
な
か
た
は
、
改
め
て
手
続

き
が
必
要
で
す
。

申
請
受
け
付
け　

８
月
３
日
㈪
〜

同
じ
世
帯
の
70
歳
以
上
75
歳
未
満

（
平
成
21
年
８
月
１
日
現
在
）
の

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
全
員

に
つ
い
て
、
平
成
21
年
度
住
民
税

課
税
所
得
（
各
種
控
除
後
）
が

１
４
５
万
円
未
満
の
場
合

　

一
部
負
担
金
の
割
合
欄
の
表
記

３
割
負
担
の
か
た

１
割
負
担
の
か
た

同
じ
世
帯
の
70
歳
以
上
75
歳
未
満

（
平
成
21
年
８
月
１
日
現
在
）
の

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
の
う
ち

一
人
で
も
、
平
成
21
年
度
住
民
税

課
税
所
得
（
各
種
控
除
後
）
が

１
４
５
万
円
以
上
の
場
合

　

次
の
条
件
に
該
当
す
る
か
た

は
、「
基
準
収
入
額
適
用
申
請
書
」

を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
負
担

割
合
や
自
己
負
担
限
度
額
が
変
更

に
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
判
定
に
よ
り
申
請
が
必

要
な
か
た
に
は
、
６
月
に
申
請
書

を
お
送
り
し
ま
し
た
。

①
同
一
世
帯
内
の
国
民
健
康
保
険

被
保
険
者
で
70
歳
以
上
75
歳
未

満
の
か
た
の
平
成
21
年
度
住
民

税
課
税
所
得
（
各
種
控
除
後
）

が
１
４
５
万
円
以
上
の
場
合
で
、

平
成
20
年
中
の
収
入
の
合
計
が

３
８
３
万
円
未
満
（

１※

１
人
の
場

合
）
の
か
た
⇩
１
割
負
担

※
１　

２
人
以
上
の
場
合
は

５
２
０
万
円
未
満

②
平
成
21
年
度
住
民
税
課
税
所
得

（
各
種
控
除
後
）
が
１
４
５
万
円

以
上
で
か
つ
収
入
３
８
３
万
円

以
上
の
高
齢
者
国
保
単
身
世
帯

の
場
合
で
、
同
一
世
帯
の
旧
国

保
被
保
険
者
の
後
期
高
齢
者
も

含
め
た
収
入
合
計
が
５
２
０
万

円
未
満
の
か
た
⇩
３
割
負
担
で

す
が
、２※

１
か
月
の
自
己
負
担

限
度
額
が
「
現
役
並
み
所
得
者
」

で
は
な
く「
一
般
」に
な
り
ま
す
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
が
一
斉
更
新
に
な
り
ま
す
。
８
月
１

日
㈯
に
、
現
在
お
使
い
の
保
険
証
（
有
効
期
限
：
平
成
21
年
７
月
31
日

㈮
）
か
ら
、
新
し
い
保
険
証
（
有
効
期
限
：
平
成
22
年
７
月
31
日
㈯
）

に
切
り
替
わ
り
ま
す
。
新
し
い
保
険
証
は
７
月
中
に
郵
送
し
ま
す
。
ま

た
、
現
在
お
使
い
の
保
険
証
は
８
月
１
日
以
降
に
、
保
険
年
金
課
ま
た

は
各
総
合
支
所
市
民
環
境
課
に
返
却
し
て
く
だ
さ
い
。

後
期
高
齢
者
医
療

負
担
割
合
の
判
定

　

後
期
高
齢
者
医
療
で
は
、
被
保

険
者
の
か
た
の
所
得
や
世
帯
状
況

に
応
じ
て
、
医
療
費
の
１
割
ま
た

は
３
割
を
自
己
負
担
す
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

　

世
帯
や
所
得
の
状
況
は
変
動
す

る
こ
と
か
ら
、
８
月
１
日
現
在
の

世
帯
状
況
お
よ
び
今
年
度
の
課
税

所
得
に
基
づ
き
、
毎
年
判
定
を
行

い
ま
す
。

３
割
負
担
の
か
た
へ

　

次
の
条
件
に
該
当
す
る
か
た

は
、
申
請
し
て
認
め
ら
れ
る
と
負

担
割
合
が
１
割
に
変
更
に
な
り
ま

す
。
負
担
割
合
の
変
更
は
、
申
請

の
翌
月
か
ら
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
判
定
に
よ
り
申
請
が
必

要
な
か
た
に
は
、
６
月
に
申
請
書

を
お
送
り
し
ま
し
た
。

①
世
帯
の
中
に
被
保
険
者
が
１
人

の
場
合

•
平
成
20
年
中
の
被
保
険
者
の
収

入
が
３
８
３
万
円
未
満
の
か
た

•
平
成
20
年
中
の
被
保
険
者
の
収

入
が
３
８
３
万
円
以
上
で
、
同

一
世
帯
の
70
歳
以
上
75
歳
未

満
（
平
成
21
年
８
月
１
日
現

在
）
の
か
た
を
含
め
た
収
入
が

５
２
０
万
円
未
満
の
か
た

②
世
帯
の
中
に
被
保
険
者
が
２
人

以
上
の
場
合

•
平
成
20
年
中
の
被
保
険
者
の
合

計
収
入
が
５
２
０
万
円
未
満
の

か
た

申請に必要な物

①該当者の平成 20 年
中の収入の合計が
分かる書類

②保険証
③高齢受給者証
泫負担割合の変更は、
申請の翌月からとな
ります。

申請に必要な物

①該当者の平成 20 年
中の収入の合計が
分かる書類

②後期高齢者医療の保
険証（平成 21 年 7
月 31 日有効期限の
もの）

負担割合の判定基準負担割合の判定基準　　

同じ世帯の被保険者全員について、平成 21
年度住民税課税所得（各種控除後）が 145
万円未満の場合

1割負担1割負担

同じ世帯にいる被保険者のうち 1人でも、平
成 21年度住民税課税所得（各種控除後）が
145万円以上の場合

3割負担3割負担

※ここでの被保険者とは後期高齢者医療の
加入者のことです

　

国
民
年
金
の
第
１
号
被
保
険

者
（
自
営
業
者
な
ど
）
で
、
保
険

料
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
な
と
き

は
、
保
険
料
が
免
除
さ
れ
る
制
度

（
全
額
免
除
・
半
額
免
除
・
４
分

の
１
免
除
・
４
分
の
３
免
除
）
が

あ
り
ま
す
。

　

免
除
の
対
象
に
な
る
か
ど
う
か

は
、
本
人
・
配
偶
者
・
世
帯
主
の

前
年
の
所
得
が
そ
れ
ぞ
れ
免
除
基

準
以
下
で
あ
る
こ
と
が
条
件
と
な

り
ま
す
。
ま
た
、
退
職
（
失
業
）

や
天
災
な
ど

の
理
由
に
よ

る
免
除
申
請

も
で
き
ま
す
。

そ
の
際
は
、

公
的
機
関
で

発
行
す
る
証

明
書
な
ど
を

添
え
て
く
だ

さ
い
。

　

こ
の
ほ
か
、

30
歳
未
満
の

か
た
を
対
象

に
保
険
料
の
納
付
を
猶
予
す
る
若

年
者
納
付
猶
予
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

申
請
は
毎
年
必
要
で
す
が
、
全

額
免
除
・
納
付
猶
予
に
該
当
す
る

場
合
は
、
希
望
に
よ
り
翌
年
手
続

き
を
し
な
く
て
も
継
続
し
て
申
請

で
き
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

国
民
年
金
保
険
料
は
追
納
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す

　

国
民
年
金
保
険
料
が
免
除
・
猶

予
・
学
生
納
付
特
例
が
承
認
さ
れ

た
期
間
は
、
10
年
以
内
で
あ
れ
ば

保
険
料
を
納
め
る
こ
と
（
追
納
）

が
で
き
ま
す
。

　

追
納
さ
れ
た
期
間
は
、
保
険
料

を
全
額
納
付
さ
れ
た
場
合
と
同
じ

扱
い
に
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
追

納
対
象
期
間
の
翌
年
度
か
ら
起
算

し
て
、
３
年
度
目
以
降
に
追
納
す

る
場
合
に
は
、
承
認
さ
れ
て
い
た

期
間
の
当
時
の
保
険
料
に
加
算
額

が
上
乗
せ
さ
れ
ま
す
。

例
承
認
さ
れ
た
期
間
が
平
成
21
年

度
の
場
合
は
、
平
成
24
年
度
以

降
で
す
。

免除承認期間
申請月申請月 承認期間承認期間

平成 21年 7月 平成 20年 7月～ 21年 6月
（19年所得で審査）

平成 21年 7月
～ 22年 7月

平成 21年 7月～ 22年 6月
（20年所得で審査）

問い合わせ

■保険年金課
　☎ 574 － 6641
■岡部市民環境課
　☎ 585 － 2213
■川本市民環境課
　☎ 583 － 2783
■花園市民環境課
　☎ 584 － 1122

〈 

国
民
年
金
保
険
料
の
多
段
階
免
除
制
度 

〉

問い合わせ

■保険年金課
　☎ 574 － 6641
■岡部市民環境課
　☎ 585 － 2213
■川本市民環境課
　☎ 583 － 2783
■花園市民環境課
　☎ 584 － 1122

7070
歳
〜
歳
〜
7575
歳
未
満
の
か
た
へ

歳
未
満
の
か
た
へ

高
齢
受
給
者
証
＆
認
定
証
を

高
齢
受
給
者
証
＆
認
定
証
を

一
斉
更
新
し
ま
す

一
斉
更
新
し
ま
す

国民健康保険後期高齢者医療

後
期
高
齢
者
保
険
証
を

後
期
高
齢
者
保
険
証
を

一
斉
更
新
し
ま
す

一
斉
更
新
し
ま
す

申請に必要な物

①保険証　②高齢受給者証
③期限切れの認定証
④平成21年1月2日以降に転入され
たかたは、世帯主と世帯の国保被
保険者全員の住民税非課税証明書
泫住民税非課税証明書は、平成 21年
1 月 1 日現在（賦課期日）におけ
る住所地から取り寄せてください。
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